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子どもの社会性を育む場としての
「子ども食堂」についての一考察

A Study on the “Children’s Restaurant” as a Place for
Fostering Children’s Social Nature

（2018年３月31日受理）
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要　 　　   旨

　「子ども食堂」の変遷をたどるとNPOやボランティアの民間団体によって「子どもの貧困を救う」ことから始まり，「子

どもの居場所作り」へと発展し，現在全国各地に拡大している。学校や家庭で居場所を持たない子どもが一人でもいれ

ば「子ども食堂」が受け皿となり居場所として機能している。筆者は「子ども食堂」を単なる居場所づくりから一歩進

めて，子どもが社会性を身につける場として機能することを提言している（佐藤2017）。「子ども食堂」の在り方を考察

する中で，判明したことは「子どもの社会性を育む場所としての子ども食堂」の意義である。

１．目　　　 的

　『「晴れの国（仮称以下略）子ども食堂」を通して子ど

もが社会性を身につけることが可能である』という仮説

をたて立証するとともにその重要性について考察する。

子ども食堂の（発生）必要性の原点は，日本の子どもの

貧困化をいかに防ぐことができるかということであり，

様々な研究がされている。2012年の子どもの貧困率に関

して言えば，日本は16.3％であり，OECD（経済協力開発

機構）加盟国34カ国中ワースト９位にもかかわらず，国

内でそれまで問題視されてこなかった。こうした状況の

中で柴田悠氏（2017）「子育て支援が日本を救う」，池本

美香氏（2003）「共働きの家庭が増えている現状からは，

出産後育児に専念してきた主婦が，働いていないと肩身

の狭い思いをする時代がやってくるかもしれない」と

警鐘を鳴らしているなど興味深い先行研究をしている。

2016年政府は人口動態三分類の一つである生産年齢人口

率（16歳～64歳）が増えることで労働生産性が上がると

試算し，育児中，育児後の女性の労働力を増やすために

子育て支援政策を積極的に打ち出し予算化した。一方，

自主的に子ども食堂を立ち上げたＮＰＯやボランティア

の人たちは，子育てに専念してきた女性が仕事に就くこ

とが出来るように共働きの子どもたちの居場所づくりを

提供している。2016年厚生労働省の国民生活基礎調査に

よると全国の世帯総数（熊本県を除く。）は 4994万５千

世帯。そのうち「母子世帯」は71万２千世帯（全世帯の 

1.4％），「父子世帯」９万１千世帯（全体の0.18％）となっ

ている（資料表１）。

　子育て支援策として「放課後児童クラブ」（本稿では

以後学童保育１とする）でそれらの子どもを預かり，居

場所づくりに加えて母親の時間的あるいはメンタル面の

ゆとりを作ることにも寄与している。しかし，学童保育

は原則食事の提供はせず，土・日曜日は開催していない

（運営団体の自由裁量），「晴れの国子ども食堂」は学童

保育の一部を補完する形で毎月第３土曜日に希望する子

どもを預かっている。また「晴れの国子ども食堂」も「学

童保育」も子どもの居場所づくりを通して孤立化を防ぐ

役割を果たしているが，子どもたちはただ単に居心地が
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良い場所で，居心地のいい時間を過ごすだけでなく，こ

の場所で社会性を学び成長していくことも必要ではない

かと筆者は考える。子どもが社会性を身につける場とし

ての「晴れの国子ども食堂」の役割を検証したい。

２．方　　  法

場所：「晴れの国子ども食堂」

期間：平成28年９月～平成30年３月

対象：参加者

調査：子どもの参加状況や行動

「晴れの国子ども食堂」では，食事を提供するにあたり

仕込み数（≒参加数）の予測として子どものリピート率

を基に試算している。しかし親の都合で参加，不参加が

決まる場合も多く，参加人数の予測を立てることは難し

いのが実情である。子どもにとって「子ども食堂」に参

加し，自分が受け入れられていると感じられれば，本人

にとって心地よい居場所となり，自発的に進んで参加す

るようになり，自然と子どもの心が開かれていく。また

子どもが子ども食堂で自由に楽しく遊んでいくうちに自

然と社会習慣及びルール等を習得することができるよう

になることが望ましく，さらにその人数が増えれば，次

のステップへと進めて行くことができる。

ステップ１＜食事を通したルールの習得＞

「晴れの国子ども食堂」は食事の時間を守り，年少さん

から順番に食卓に着いた後，全員が一斉に挨拶して食事

を食べるといった流れ（ルール）を毎回学ぶ。この中で，

年長さんと年少さんは，食事のルールを学ぶと共に，相

互に教え教えられる関係が醸成される。つまり年長さん

に思い遣りや指導，年少さんにお姉さんやお兄さんへの

敬愛の情や見習うことを体験。（資料写真１）。次回に参

加した時には年長さんに年少さんが寄り添いながら，年

長者の行動を見倣うという姿を目にするようになる。こ

れは年長者と年少者との間で信頼関係が醸成され，その

相互作用の中で生活習慣の習得が獲得されていくものと

推察される。

ステップ２＜お飾り作りを通した親子と指導者との関係

構築＞

　12月には文化の継承であるお正月用のお飾り作りを地

元の高齢者が先生となって指導をする。初めてお飾り作

りを体験した親子は，青い稲わらの匂いや手の触感を記

憶にとどめ，お飾りを作成しそれを自宅用に持ち帰った。

次年度も同様に親子でお飾り作りの体験を繰り返す。ス

キルを上達させることで達成感を味わうと共に，親子間

で同じ体験を共有することで，親子関係あるいは師弟関

係が密になっていくと考えられる。また自然と歴史文化

の継承にも繋がるものと考える（資料写真２）。

ステップ３＜遊びを通した異世代交流＞

　異世代交流では，大人が子どもに「吹き矢体験」を指

導する。回を重ねるごとに，子どもは面白さや好奇心を

持つようになった。そうしているうちに月１回の子ども

食堂での吹き矢体験では物足りなくなり，公民館で開催

している吹き矢の講座にも参加するようになった。最初

は，子ども同士の関係から，徐々に子どもと大人との交

流に発展し，更に枠を飛び出して幅広い人間関係を構築

するまでになっている。

３．結  　　果

　社会性とはフランスの社会学者 Ｇ.ギュルビッチが社

会学体系の一つである社会類型をとらえる微視社会学の

対象としてあげた概念であるが，「人間は子どもの時か

ら社会的な資質を兼ね備えているものではない。また人

は孤立して生きていくことができない。自己と他者，個

人と複数の他者との関係を習得することによって，社会

という他人同士の集団に適応し，社会の一員として相応

しい行動様式や資質を獲得していくことで「社会性」は

身につくものである」と述べている。筆者は，本稿にお

ける子ども食堂における「社会性」とは，「子どもが単

体で行動していたものから，子ども同士更に，子供と大

人との関係を構築していく中で，他者を認めたり協調し

たりする経験を通して社会への適応する能力」と定義す

る。筆者が言うところの「社会性」を育む場としての子

ども食堂で求められるものは何か。

　子どもがその成長・発達とともに「社会性」を身につ
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けていく過程は，社会化の過程そのものであり，２つの

側面が考えられる。１つ目は「子ども自ら社会的行動，

つまりルールやマナーを学習し（生活習慣の習得），自

らが社会化していく側面。」２つ目は「親や保育者，地

域の人・高齢者などが子どもにその社会の規範を伝達し

ながら，子どもが社会に適応していくことを援助する側

面。」から社会化は進むと考えられている。

　今子ども食堂は全国に多く存在するが，自主的に開設

（実施）しているため閉鎖（やめるの）も簡単である。

しかし突然の閉鎖は，子どもにとっては居場所がなくな

ることを意味し喪失感をもたらすと推察される。大人の

都合を優先すれば，何のための子ども食堂なのかわから

なくなるのではないだろうか。継続性こそ大切であると

考える。今や共働き世帯は決して稀な存在ではない。大

人が子ども食堂を「子どもの孤食（個食）を失くす」と

いう目的だけでなく，併せて「社会性を育む居場所」と

するという目的を何に増して第一義的に考えることは重

要であると筆者は考える。

　こうした中，両親（母親）が共に働きに出ている，ま

たは母子家庭・父子家庭等の片親家庭で親が働きに出て

いるため，下校しても誰も家にいない鍵っ子の孤食（個

食）をなくす，愛情に飢えた子どもが一時でも温かさを

享受できる，食事をするお金をもらえない子どもなども

受容されることが大切であろう。

４．考 　　 察

（１）子ども食堂のステークホルダー

　「子ども食堂」はNPO法人やボランティアによって開設

されており，子ども居場所作りが全国規模で広がりをみ

せている。国，県，市町村の補助金などの支援を受ける

ところも多い。NPO法人が横断的な関係を構築するため

に「子ども食堂サミット」を毎年開催している。また子

ども食堂の中にはフードバンクから食糧支援を受けてい

るところもある。フードバンクという言葉は，子ども食

堂同様に近年できた言葉である。岡山のフードバンク

（NPO法人）の事例では，「子ども食堂など食糧を必要と

する団体」と「JAや生協などの食物のロスを何かに生か

そうとする団体」との仲介機能を有する機関として位置

づけられている。（資料図１）（地域活性学会中四国支部

会2017年12月）

（２）社会的背景

①　相対的子ども貧困率　

　貧困の定義については様々あるが，OECDが採用してい

るのは「相対的貧困，つまり所得水準のちょうど真ん中

の世帯を基準にして，その基準の半分に満たない所得の

人々」としている。2015年における日本の子供の貧困率

は13.9％，ひとり親世帯に限ると50.8％（厚生労働省「国

民生活基礎調査」）であり，30年前と比べると子ども貧

困率は1.5倍に増えている２。阿部彩氏３（2014年，内閣

府第2回子どもの貧困対策に対する検討会）によれば親

の低所得収入が子供の学力に影響すると述べている。そ

れには世帯所得の経済格差と子どもの学力格差に相関関

係があると考えられている。裕福な家庭の子供は親の経

済力で学校に加えて学力をつけるために補助的に塾に通

いあるいは家庭教師につく事で上級学校への進学が有利

となると考えられる。

②　子育て支援の重要性

　柴田悠氏４は子育て支援の重要性に言及し（資料表

２），一階階差OLS推定，ロバスト標準誤差の手法を用い

て子どもの相対的貧困率の規定要因を分析している。そ

れによれば，子どもの貧困を減らすには「児童手当」，「保

育サービス」，「共働き」，「ワークシェアリング」，「失業

給付」，「離婚予防（たとえば結婚でのミスマッチを防ぐ，

DVを予防するなど）」が有効だと述べている。

③　子育てから働く女性へ

　共働きの家庭が増えている現状から池本美香氏５は，

出産後育児に専念してきた主婦が，働いていないと肩身

の狭い思いをする時代がやってくるかもしれないと警鐘

を鳴らしている。社会のシステムに子育て支援対策が組

み込まれると，母親は子どもを安心して預けられるとこ

ろに預け，仕事をしながら時間の余裕もできる。合計特

殊出産率が上がり，出産を終えるや否や仕事の戦力とし

て働く場が提供され，女性の労働力生産人口が増え，経

済成長率も上がると予測される。しかし，その流れの中

で自分の生き方の自由が奪われると考える人がいてもお

かしくないであろう。経済的に恵まれなくても自分の価
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値観によって自由に生きたいと思っている人もいるので

はないか。生き方の選択肢を狭め強制するものではない

と考える。

（３）先行研究

放課後児童クラブ

　教育支援協会（資料表３）のまとめによると，省庁の

管轄で言えば，放課後「子ども教室」は文部科学省。「児

童クラブ」は管轄が厚生労働省である。共にその趣旨で

は連携して実施とあるが，行政組織の縦割りから学童保

育に対して実際には，学校側は教室を貸し出すだけで，

子供達の学習能力を高めるための支援はしていない。ま

た学童保育と学校が連携をするまでには至っていない。

教育支援協会は学習プログラムの指導要綱の中で子供達

に自尊感情つまり「自分に対する自信」を育成するため，

「自分のことは自分でする」ことを原則としている。す

なわち自立を促し，自信を持たせることが大切であると

している。筆者は前述のとおり，子ども食堂で子どもの

社会性を身につける場にすることを提言したが，子ども

食堂は学童保育を補完した位置づけであると考えられる

ことから，今後更に教育支援協会の学習プログラムを参

考にしながら運営していくことで，子ども食堂の標準化

が可能になると考えられる。

　さらに貧困または両親共働きによる子どもの孤食（個

食）をなくし，周囲の人の見守りにより社会性を身につ

けることで，貧困という環境に左右されることなく子ど

もの意欲と能力とに応じた教育を受けることができる社

会の実現が大事であると筆者は考える。教育を受けるこ

とにより，社会に出た時に生活者としてのスキルを身に

つけると共に，社会に適応する能力つまり社会性を身に

つけることができるようになり，自立した人間に成長す

ると考える。

プレディ事業，学童クラブ，みんなの食堂の展開

　子ども食堂はこどもに食事を提供するだけでなく居場

所づくりとして機能を持つところが大半である。一方で

東京都中央区は子育て支援の一環として，区立小学校の

12か所に６「プレディ」という居場所を開設している。

　ここでは，子どもの健全育成を図るため，放課後や土

曜日などに児童が安全に安心して過ごせる場所を提供し

ているが，食事の提供はしていない。また保護者の就労

の有無に関係なく，区立小学校の在籍児童又は区内に居

住する小学校児童が対象で，自由に利用することが可能

である。「プレディ」は保護者や地域のボランティア等

や職員が運営しており，子ども達は毎日，遊びの中で地

域の大人と交流することができる。活動内容の内，フリー

タイムでは自主的な遊び，スポーツ，読書，自習などが

あり，各種教室ではスポーツ・工作・体験教室など自由

に参加できる。見守りスタッフは指導員として教員免許，

看護師免許または保育士，児童指導員任用資格のいずれ

かの資格を有する者から構成されており，ボランティア

は保護者や地域の人達である。利用料は午後６時までは

無料。また障害・賠償責任保険にも加入している。プレ

ディのような取り組みは，家庭や地域社会の安定を図る

ための支援策の一環としてとらえることができる。

　一方，学童クラブは区内8か所の児童館で開設されて

いる。区内に居住又は，区内の小学校に在籍している児

童が対象である。放課後帰宅しても保護者の就労等で，

家庭で適切な保護育成を受けられない児童を危険のない

よう保護し，生活指導などを行う事業である。学童保育

事業のような取り組みは，仕事を持つ親が安心して預け

られる場所を提供するという意味で，これもまた子育て

支援策の一つである。

　更に平成29年４月より食事の提供等を通じて，子ども，

高齢者などの孤食防止や多世代の交流を目的とした食堂

「みんなの食堂」も試行している。

　以上全国の子ども食堂等の先行事例を見てきたが全国

の子ども食堂等の活動から見えてきたものは，地域の大

人たちが子どもを見守り育てようという機運が確実に増

えているということである。

　筆者は2017年11月１日〜2018年２月19日に全国の都道

府県，政令指定都市，東京23区等合計90自治体を対象に

メールによるアンケート調査（資料表４）を行った。そ

の結果，回答のあった72自治体に限定すれば，この時点

で1928か所の子ども食堂が存在することがわかった。調

査結果からも子ども食堂を通して子どもを見守る地域や

大人たちが増えていることが明らかになった。

　Gary S.Becker（1945）が示した有用な概念は社会に

おける家庭の経済格差と子どもの能力の相関が，次世代
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の経済格差に大きな影響を与えるということである。赤

林英夫氏７によると（図２）の資料では，もし豊かな家

庭の子どもほど能力が高い傾向にあれば，子どもと家

庭の組み合わせは（D3，S1), (D2，S2), (D1，S3)となり，

均衡で生じる教育水準の分布はE3，E2，E1の３点に集中

する。貧しい家庭の子どもほど能力が高い傾向にあれば，

子どもと家庭の組み合わせは（D3，S3)，(D2，S2)，(D1，

S1)となり，均衡で生じる教育水準の分布はE5，E2，E4の

３点に集中する。このことからすなわち能力の高い子供

ほど多くの教育を受け，能力の低い子どもほど受ける教

育は少なくなる傾向が生じることを示した。

　家庭・学校を問わず，子どもに多くの教育を与えると，

得られた知識，教養やスキルは「人的資本」として将来

の労働市場での生産性を向上させ，賃金や所得などの便

益を増大させる。つまり教育は現時点で費用を支払い，

将来の価値増加を期待する投資である７という考え方で

ある。投資とは利益を得るために資金を投下することを

いい，少子高齢化社会の日本において今後重要な選択肢

のひとつと考えられる。

　さらに藤原美喜子氏８はこれからの日本企業の新入社

員採用について「10人のうち３人のできる社員がいれば

利益が上がる時代は終わった。10人のうち10人が働く意

欲を高めないと企業は生き残れない。」と述べている。

ここで重要なことはどんな環境で育った子どもたちも社

会に出た時点で一人一人がその能力に応じて戦力になっ

ていなければならないということである。

　地域の大人が子どもたちの育成を支援し，子どもたち

が大人になったときに高齢者を支えていくという「支援

の循環」が連鎖していくためには，行政だけに頼らず，

地域の人たちが共助の精神で取り組むことが課題であろ

う。一方全国各地の自治体も子育て支援への様々な取り

組みをしているが，子ども食堂に対する補助金助成の内

容が一律でない。今後今回の子ども食堂のアンケート調

査をもとに自治体の取り組みについてさらに考究した

い。

（資　　　　　料）

（註）
１厚生労働省所管の学童保育は放課後児童クラブとも呼

んでいる。

２赤林英夫他（2016）「学力・心理・家庭環境の経済分析」

ｐ.184

３国立社会保障・人口問題研究所社会保障応用分析研究

部部長阿部彩（2010）「子どもの貧困－すべての子

どもの幸せのために－」

日本大学経済学部経済科学研究所研究会第177回論

文資料９　ｐ.77

４柴田悠（2017）「子育て支援が日本を救う－政策効果
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５池本美香（2003）「失われる子育ての時間少子化社会

脱却への道」勁草書房
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「『プレディ』とは，子どもたちがいきいきと遊び

（Play），学習（Study）することができることを願っ

て創った愛称である。」 

７赤林英夫（2012）「人的資本理論」（日本労働研究雑誌
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【表・図・写真】

表２　子どもの相対的貧困率の規定要因の分析結果

（一階階差OLS推定，ロバスト標準誤差）

表３　「放課後子どもプラン」の概要

表１　2016年厚生労働省の国民生活基礎調査　（熊本県を除

く。）世帯構造別，世帯類型別平均世帯数及び世帯人員

の年次推移

（出所）厚生労働省国民生活基本調査の概況

（出所）柴田悠「子育て支援が日本を救う」より

（出所）教育支援協会指導要綱より
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図１　フードバンク

図２　資本制約と個人の能力の分布が所得分布に与える影

響（人的資本理論）

写真１

子ども同士の交流

表４　自治体が把握する全国子ども食堂の数（筆者による

2017年11月１日〜2018年２月19日　子ども食堂のアン

ケート調査結果）

北海道 ６６ 滋賀 ７４

青森 ６ 京都 ２０

岩手 １ 大阪 ２４０

宮城 ５３ 兵庫 ９６

秋田 １ 奈良 ３３

山形 １０ 和歌山 ２２

福島 １３ 鳥取 ２１

茨城 ３８ 島根 １８

栃木 ４０ 岡山 １３

群馬 ３４ 広島 ３

埼玉 ８４ 山口 １４

千葉 ５３ 徳島 ７

東京 ２９２ 香川 １４

神奈川 ７５ 愛媛 １４

新潟 ３４ 高知 ４７

富山 ８ 福岡 ２４

石川 ― 佐賀 ―

福井 １６ 長崎 １２

山梨 ― 熊本 １２

長野 ６０ 大分 ２８

岐阜 ３６ 宮崎 １３

静岡 ４０ 鹿児島 ３０

愛知 ８７ 沖縄 １２６

三重 ― 合計 １９２８

（出所）筆者作成

（出所）農林水産省HPより

（出所）赤林英夫「人的資本理論」より
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写真２

親子しめ縄作り体験

編　集　後　記

　紀要第17号の投稿は2018年３月末。その後４月３日に

湯浅誠氏が全国の子ども食堂を2286カ所と発表した。１

月～３月に全国の社会福祉協議会から聞き取りさらに運

営者らによる調査を集計したものである（朝日新聞2018

年４月４日）。実数は異なるが筆者はアンケート調査結

果をもとに考察した。


